
決算書掲載頁　P223・P229

中学校施設における経年による通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴
う改装等の大規模改造を促進することにより、教育環境の改善を図り、もって学校教育の円滑な実施に資するとともにあ
わせて建物の耐久性の確保を図るため。
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残る４校５棟の校舎の耐震化を計画的に進め、平成２６年度耐震化率100％を図る。
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中学校の老朽改修、耐震性能の向上及び大規模改造にかかる工事を実施し、教育環境の改善等を図る。
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